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研究成果の概要（和文）：2013 年度から大学教育としての消費者教育が義務化されたが、全学的な啓発活動は
あっても授業として実施されているケースは少ない。本研究では、情報系の受講者に対する消費者教育の内容を
検討し、消費者教育を含んだ情報系学部としての授業内容と教材を作成することを目指した。実際にこの授業カ
リキュラムを設計して提案し、次にそのカリキュラムを元に作成した動画教材を作成して、授業で試用した。学
生からのアンケート結果や感想から、動画教材の課題として、一つの動画の長さやアバターが話す速度などの適
切な調整が必要であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Consumer education as university education has been required since 2013, but
 there are few cases where educational activities have been conducted as classes, even if there are 
educational activities to avoid financial damage throughout the university. In this study, we 
examined the contents of consumer education for computer science students, and aimed to create class
 contents and teaching materials as an information department including consumer education. We 
designed and suggested this course curriculum, and then created a video teaching material based on 
that curriculum and tried it in class. From the questionnaire results and impressions from the 
students, it became clear that appropriate adjustment of the length of one video and the speed at 
which the avatar speaks is necessary as the task of the video teaching material.

研究分野：技術者倫理教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
2013 年度から大学教育としての消費者教育が義務化されたが、全学的な「被害を受けない」ための啓発活動は
あっても、消費者を明確に意識して生産者側として何をどう考えるかについては、授業として実施されているケ
ースは少ない。本研究では、この視点で情報系の受講者に対する消費者教育の内容を検討し、消費者教育を含ん
だ情報系学部としての授業内容と教材を作成することをめざした。成果として、一つの授業科目としてのシラバ
スを提示して動画教材を作成した。これにより動画教材の作成方法のノウハウも得ることができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
2013 年度から大学において消費者教育が義務化されたが、大多数の大学においては具体的な教
育内容はまだ検討できていない。消費者庁や文部科学省の Web サイトで啓発パンフレットや取
り組み事例集も公開されているが、選択科目であったりゼミ単位での学習活動であるため、全学
生に学ばせるときの参考にしにくい。参照モデルが少ないことは、各大学において消費者教育を
導入する際の足かせになっていると考えられる。また、被害を受けないようにすることが中心の
教育内容では、学生にとって学習意欲も湧きにくい。 
本研究では、情報系学部を念頭において、消費者教育と技術者倫理を含むモデルカリキュラムと
学習教材を作成する。 
 
２．研究の目的 
 
上述したように、技術者倫理をも念頭においた消費者教育のモデルカリキュラムは無い。消費者
庁の「消費者教育推進のための体系的プログラム研究会」で作成された「消費者教育の体系イメ
ージマップ」では、大学での教育について、「情報提供や啓発にとどまらず、学生へのキャリア
教育としての位置づけにおいても消費者教育を多面的にとらえ」としている。全ての分野の学部
に共通する教育内容を考えることも課題ではあるが、本応募の代表者は、まず各専門の学部・学
科レベルで教育内容を策定すべきと考える。従って、情報系学生に対する教育内容について研究
することにした。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、次の４ステップで進めた。 
①教育カリキュラムの現状調査：可能な限り具体的な授業内容まで踏み込んで事例を収集する。 
②新しいモデルカリキュラムの策定：モデルは、(a)全般的な技術倫理、(b)情報技術に直結した
技術者倫理、(c)個人情報・プライバシー問題、(d)著作権等の知的財産、および(e)消費者への
配慮の５つのテーマで構成する。それぞれのテーマについて、主担当者と副担当者を定めて推進
する。 
③教材の作成：全体のバランスを見ながらテーマごとに作成する。 
④評価・改良：作成した教材を実際の授業で用いて評価し、必要に応じて改良する。 
 
(1)初年度は、ステップ①とステップ②を実施した。まず消費者庁・文科省で公開されている事
例を中心として、各大学の教育カリキュラムの現状調査から始めて情報を収集した。また、テキ
ストおよびパワーポイントベースで事例中心の教材案の作成を開始した。この段階では、消費者
教育との関わりが限定的な２つの分野として、全般的な技術倫理と知的財産権を中心とした。さ
らに、電子化教材作成の検討を行った。具体的には、Mac mini 等で iOS Developer プログラム
環境を整備し、iOS 向けアプリケーションの簡単な試作を行うことを考えたが、パソコンでの利
用を第一に考えて、スマートフォンのアプリ開発検討については凍結した。 
(2) 第 2 年度には、ステップ②の新しいモデルカリキュラムの立案に注力したほか、教材内容の
検討を続けた。 
(3) 第 3 年度には、ステップ③の教材作成を進めたが、作成した教材を一部の授業で用いて評価
し追加・改良すべき内容を抽出するステップが不十分であったので、研究期間を 1 年延長した。 
(4) 最終年度には、受講者による評価も含めて作成した教材を評価した。教材は、パワーポイン
トで用意した原稿用テキストを作成することで、アバターがそれらしく動作をしながら読み上
げることのできる有限会社 BOND の Smart Avator Creator(以下、スマートアバター)を利用し
て進めた。授業で利用した結果の一つは、読み上げ速度は受講者側の受け取りやすさに大きく影
響することがわかった。4 年間を通じて電子情報学会の SITE 研究会で成果を発表に、様々な研
究者との意見交換を行った。当初予定では、作成した教材をオープンにすることとしていたが、
ソフトウェアの使用契約上の問題もあるため、現状は非公開である。 
 
４．研究成果 
 
モデルカリキュラムとしては、複数科目で構成する方法や、他のいくつかの専門科目の中でそれ
ぞれ２～３回程度で取り入れるマイクロインサーションの形式も考えられる。後者は、実際に授
業を構成する各学部・学科の状況に合わせて実現すればよいので、1 科目 2 単位 15 回授業の形
で提示することにした（表１）。この提案する授業モデルでは、PBL( Problem Based Learning)
の形態を取り入れる。各論においては、必要に応じてグループディスカッション(GD)またはグル
ープワーク(GW)を設け、事例をテーマとした課題抽出、間題解決について議論させ、プレゼンテ
ーション等によって受講者全員で知識共有を図る。 
1 回 90 分の授業用の PowerPoint 資料のノート部分に科白を追加して、それを動画にした (図 
1)。スマートアバターで作成できる動画は最長 15 分のため、もともと対面授業の 1回分として



作成したパワーポイントファイルを 5～
6 個に分割したのち、動画を作成した。
科白の量に依存するが合計で 40 数分か
ら 60 分である。分割するのは単純作業
ではあるが、それぞれに表紙ページ(題
目などを含む)をつけたりする手間がか
かる。15 分という長さは、YouTube での
標準の制限値でもあり、一度に学生が視
聴する時間の限界に近いと考えられる。
学生からの意見でもこれは支持されて
いた。 
作成した教材を実際に２つの大学での
授業で用いて学生の意見を集めた。その
詳細は発表文献(1)に記載したとおりで
あるが、学生の専攻によってアバターで
の講義を好むかどうかが大きく分かれ
たことは興味深い。情報系学生は、アバ
ターが説明するよりも、対面授業で教員
が説明した講義録画のほうがよいとい
う反応が多いのに対して、創作系の学科
の学生はアバターのキャラクターに面
白さを感じている。 
なお、科白のテキストを読み上げる速
度やアバターの挙動など他のパラメ
ータは、スマートアバターの標準設定
のままとした。アバターがテキストを
読み上げる速度については、スマート
アバターの標準設定よりもゆっくり
話すほうが学生に好まれた。読み上げ
速度は講義内容にあまり依存しない
と思われるが、消費者教育の観点から
は特に大切であると考える。 
 
本研究は情報系を対象としているた
め、技術革新やそれに伴う事例の刷新
が必須である。例えば、表１の第 7 回
のプライバシーポリシーに関すると
ころでは、2018 年 5 月 25 日に施行された EU 一般データ保護規則(GDPR)の概要や、それに関す
る日本との関係を調べさせたり、2018 年の Facebook 社からの情報流出に関して調べさせること
なども有用と考えられる。また、電子情報通信学会倫理委員会技術者倫理事例検討小委員会にお
いて作成された事例集に収録された事例を活用するのもよいだろう。教育の実施の効果を測る
目的も含め、フィードバックを繰り返すことで、情報領域の消費者教育モデルとして、教育要素
の軸を明確にする作業はさらに必要である。 
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○出願状況（計 ０ 件） 

表 1 授 業 モ デ ル （ シラ バ ス ） の 概要 ( 3 )  

回 形態 内容 

1-3 座学 工ンジニアンリング基礎 

4 
座学 

プライバシーと個人情報保護 5 

6 GD 

7 GW プライバシーポリシーの実際 

8 
座学 

コンテンツ利用と著作権制度 9 

10 GD 

11 座学 アプリケーションの安全性．健全性 

12 GD ユニバーサルデザイン設計 

13 座学 OSS 活用とライセンス 

14 GD プロシューマ教育、創作物の提供 

15 総括 消費者教育と技術者倫理 

 

図 1. 作成した動画 
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